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日本における外国人介護労働者の受け入れ
― 介護世代の外国人介護労働に対する意識調査から ―
竹　田　美　知
調査の背景
2008 年に日本とインドネシア、2009 年に日本とフィリッピンとの間に EPA（経済連携協定）に
基づき、外国人看護・介護労働者の受け入れの道が開かれた。2008 年 8 月にはインドネシアから
208 人（看護 104 人、介護 104 人）、2009 年 5 月にはフィリッピンから 283 人（看護 93 人、介護
190 人）が来日した。
少子高齢化社会における介護労働力の不足は、ますます深刻になっている。（財）介護安定労働セ
ンターの平成 20 年度介護労働実態調査によると、『介護労働に、「介護職員」が 44.0％、「訪問介護
員」が 28.7％で、「看護護職員」は 10.8％、「介護支援専門員」は 6.6％であった。就業形態別でみ
ると、「正社員」44.2％、「非正社員」54.2％あった。夜勤などの厳しい労働条件にもかかわらず「訪
問介護員」の 88.4％が「非正規職員」であり、「訪問介護員」は 1,230 円／時間、「介護職員」は 893
円／時間であった』。労働条件が厳しいのに時給はよくない。
離職率も高い。「『今の介護報酬では人材確保等に十分な賃金を払えない』が 71.6％で最も多く、
次いで『良質な人材の確保が難しい』53.6％『経営が苦しく、労働条件や労働環境改善をしたくて
も出来ない』44.2％の順であった」というように、介護労働実態調査において人材確保の問題点が
指摘されている。このような人材不足の中で、若年労働力の低下を補う外国人労働力として日本側
は「介護」の分野での受け入れを大きな期待を持って始めた。厚生労働省・国際厚生事業団は、就労・
研修前後の支援のため説明会や研修をしたが、当初の受け入れ予定数をわり大幅に少ない人数しか
集まらず、せっかく集まった人達の日本における介護福祉士や看護師などの国家試験の結果も日本
語の高いハードルのためかかんばしくなかった。本論文は、このようなサービスの受け入れ手であ
る家族はどのように外国人介護労働を受け止めているかについて、明らかにする。
先行調査
2000 年 11 月に行われた（財）経済広報センター 2004 年「外国人労働者の受入れに関するアンケー
ト結果報告書」によると、介護サービス分野における「外国人労働者を受け入れない」と答えた者
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は 48.3％にものぼっている。認めないと答えた者はその理由として、「介護には日本語でのコミュニ
ケーション能力が必要である」69.3％。「介護サービスは日常生活全般にわたることから、国内の各
種制度や生活習慣を理解する必要がある」58.0％、「介護には専門的な知識及び技術が必要である」
38.3％と答えている。
また 2002 年に行われた（株）ライフデザイン研究所による「外国人労働者に関する意識調査」に
よると、図 1のように、「外国人によるサービスの中で利用することに抵抗を感じる」人は、施設で
の介護に対して、家政婦 29.8％、在宅での身体介護 27.5％、在宅での家事援助 26.1％と、外国人が
自宅で介護サービスを提供することに抵抗感を感じる人は 3割近くいる。
図 1　技術が十分であれば、外国人が提供するサービスを利用したいか？
p＜ 0.05
出典　 ライフデザイン研究所　外国人労働者に関する意識調査より　
lDI　2002 年 2 月
しかし、施設での介護は、介護施設での介護 13.8％や、病院での看護 13.5％と抵抗感は半減して
いる。　EPA（経済連携協定）に基づいた外国人看護・介護労働者の受け入れも、現在施設に限定
されている理由が、このような調査結果からうかがえる。
安里（2009）によると、シンガポールの介護労働者のほぼ 100％が外国人労働者であるという。
また看護師の 30％が外国人労働者であり、すでにシンガポールでは外国人労働者に依存する割合が
－ 45 －
高い。また台湾では施設介護の 40％を外国人労働者が占めているが、在宅介護にも 16 万世帯に外
国人が雇用されているという。
今後高齢者の増加によって、介護労働力の需要はさらに高まると予測されている。施設介護に外
国人介護労働力の道は開かれたが、はたして外国人が、在宅介護サービスを提供することは、日本
ではまだまだ困難なことなのだろうか。その問いの答えを探すために下記の調査を行った。
調査方法と基礎属性
質問紙調査は 2003 年 9 月に、大阪、神戸、東京、京都、宮崎に 500 票配布し、留め置き調査で
331 票回収した。回収率は、66.2％であった。男性 28.7％、女性 71.3％、40 代が 39.6％と最も多く、
次に 50 代が 28.7％、60 代が 15.4％と親を介護する可能性がある世代が 7 割近くいる。核家族が
69％と 7 割ちかく、拡大家族は 18.5％であった。居住地域は、大阪 50.2％、東京 16.2％、宮崎
15.7％、神戸 12.1％、京都 5.4％、であった。
調査結果
（1）受けたい介護サービスの内容
自分が最も受けたい介護場所として、男性は自宅での介護サービスが 47.8％女性は 35.3％と在宅
での介護サービスが一番期待されていた。しかし、第 2位は、男性は福祉施設 20.7％、女性は医療
施設 23.7％と男女差があった。男性のほうが、自宅での介護を期待する率が高く、女性のほうが、
どちらかといえば施設での介護も受容している。
図 2　介護をどこで受けたいと希望しているか。
p＜ 0.05
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（2）介護の担い手について
図 3のように男性は、配偶者に介護してほしい（65.2％）という在宅介護の傾向がみられ、それ
に対して女性は配偶者に介護してもらいたいという人が 33.0％と多いが同時に子どもと答えた人も
23.3％、老人福祉施設の職員と答えた人も 17.3％いた。
女性は子どもや老人福祉施設、ホームヘルパーなど多様な人材に介護を望んでいる。ジェンダー
による役割分業の影響がみられる。また男性のほうが年上である夫婦が多いので、男性のほうが早
く介護が必要になるケースも多いので、家族に期待しているともいえる。男女いずれにしろ親族に
対する期待は低い。
下野（2009）によると、「2008 年の介護サービス利用者中、居宅介護サービス利用者は 285 万人、
介護要人福祉施設利用者が 42 万人、介護老人施設利用者は 31 万人、介護療養型医療施設は 11 万人
であった。最も多い居宅サービス利用者のサービスの担い手であるホームヘルパーの 78.5％が非常
勤職である」という。在宅介護が現在の日本の介護労働力の中心となっていることがわかる。
図 3　介護は誰にしてもらいたいか
P<0.05 
（3）外国人の介護労働に対する意識
このような介護の担い手に、家族を期待する人が多いということは、在宅介護の需要が今後ます
ます増加すると予測される。しかし在宅介護への外国人介護労働者の受け入れは、先のライフデザ
イン研究所の調査では抵抗が大きかった。
本調査では、介護分野の外国人の受け入れを「どちらかといえば受け入れを認める」と答えた者
が最も多く 38.4％、次に「どちらかといえば受け入れを認めない」と答えた者が 27.5％と多かった。
「認める」側は 56.8％、「認めない側」は 41.1％と拮抗していた。
－ 47 －
図 4　介護労働分野への外国人の受け入れ
（4）外国人介護労働に対する障害
介護労働分野での外国人に対する最も大きな障害は、日本語のコニュニケーション能力の不足で
あると答える人が最も多く 75.2％、ついで国内の制度や生活習慣を理解することが難しいが 62.8％、
外国人の研修制度の完備に時間がかかる 35.3％であった（複数回答）。
介護職としてコミュニケーション能力が高くないと、サービス利用者のニーズを受け止められな
いし、また生活習慣が異なると利用者の行動の意味を理解することも難しくなる。
このような日本語能力の上達や国内の制度や生活習慣の理解を目指した研修については、フィリッ
ピンとの協定では、介護福祉士資格取得候補者は、日本国内で 6カ月の日本語研修を受けた後、介
護関連施設で就労し働きながら研修を受けることになっている。厚生労働省・国際厚生事業団の平
成 22 年度の支援内容にも、就労・研修前に就労・研修開始前に 6ヶ月間の日本語研修が必要で、さ
らに就労・研修後に受け入れ施設での日本語研修への助成、専門日本語教材の配布・プログラムの
提供、介護の漢字統一試験の実施、過去の国家試験問題の翻訳、研修担当者日本語学習説明会の実施、
日本語定期集合研修プログラムがあげられている。
しかしながら国際厚生事業団の平成 22 年度巡回訪問調査（33 施設）によると、介護福祉士資格
取得候補者の日本語学習方法は、施設職員による指導が 81.2％と最も多く、また 1週間当たりの勉
強時間も 5時間未満と少ない。介護の現場で働きながら、労働力不足に悩む施設職員から日本語を
学ぶ状況では図 5に上げた障害のハードルを越えることはあまりにも難しい。
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図 5　介護労働分野への外国人介護労働の受け入れに対する障害
（5）介護労働の場所と外国人介護労働受け入れ
先行研究のライフデザイン研究所が行った外国人労働者に関する意識調査と同様、今回の調査に
おいても、図 6のように在宅福祉については、外国人介護労働力の受け入れに消極的である。
病院における外国人のサービスの提供には「利用したい」7.8％、「利用してもいい」56.4％、
「介護施設における外国人のサービス提供」には「利用したい」8.2％「利用してもいい」57.4％
と多くの人が受けいれに積極的であるのに対して、「在宅での家事援助」は「利用したい」9.2％「利
用してもいい」36.1％、「在宅での身体介護」は「利用したい」8.2％「利用してもいい」35.2％と消
極的である。
施設において日本人とともに介護にあたる外国人に対しては介護労働に就くのに問題があまりな
いと考える人は半数を超えているが、家庭に外国人を受け入れ訪問介護サービスをしてもらうこと
はかなり抵抗を持つ人が多い。介護保険導入時にも家族以外の人が家庭に入り介護や家事に従事す
ることに抵抗を持つ人が多かったが、現在では在宅介護が主流となり多くの家庭が訪問介護サービ
スを利用している。しかし外国人と共生が進んでいない地域が多い日本では、外国人が家庭に入る
ことには抵抗感を持つ人は多い。
図 6　場所別外国人サービスの許容度
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（6）外国人の介護労働に対する意識×外国人介護労働に対する障害
このような外国人の介護労働に対する障害に対する不安は、外国人の介護労働の受け入れ意識に
も影響を与えている。
表 1のように、外国人の介護労働への受けいれを認めない人ほど、日本語能力や制度や習慣の理
解に不安を感じている人が多い。日本語研修の充実や制度、生活習慣の研修システムの拡充によっ
て受け入れに対する意識に変化が起こる可能性は十分ある。
表 1　外国人受け入れの賛否×外国人受け入れの障害（Pearson の相関係数）
介護労働分野へ外国人受け入
れの障害となること
研修制度の
完備
日本語能力が
必要
制度や習慣の
理解
日本人の雇用
機会を奪う
高齢者や
家族の抵抗
介護労働分野へ外国人受け入
れの賛否 -.071 -.209
** -.148** -.074 -.090
＊＊＝ P＜ 0.01
（7）外国人による在宅での身体介護の可能性
今後最もニーズが高まると思われる在宅介護における外国人の介護労働の可能性はどうだろうか。
図 6 のように、介護経験によって受け入れ度が異なる。介護を現在している人は「利用したい」
18.2％、「利用してもいい」と答えた人が 48.5％と半数近くいるが、その一方で、介護経験がない人
は「あまり利用したくない」45.8％、「利用したくない」16.7％と外国人の在宅介護に抵抗を感じる
人が多く、「介護経験が過去にある」という人も「あまり利用したくない」29.1％、「利用したくない」
22.8％と約半数が介護の受け入れに消極的である。
図 7　介護経験の有無×外国人による在宅での身体介護
p＜ 0.01
（8）地域・近所づきあいの程度×外国人の介護労働に対する意識
住んでいる地域によって、外国人の介護労働の受け入れの態度は異なる。東京、大阪、神戸、京
都の都市地域と、宮崎の地方地域と二分して、外国人の介護労働に関する意識をクロス集計したも
のが、図 8である。地方では「外国人の介護労働を認めない」46.2％と半数にものぼっている。そ
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れに対して、都市は 7.7％にすぎず、地域差があった。
近所づきあいの程度によっても、外国人の介護労働の受け入れの意識差がある。「毎日行き来をす
る」近所づきあいをしている人の 38.9％は外国人の介護労働に対して否定的である。「近所づきあい
がほとんどない」と答えた人の 50％は、外国人の介護労働を受け入れに積極的であった。
図 8　都市・地方別外国人の介護労働の受け入れ
p＜ 0.05
図 9　近所づきあい×外国人の受け入れ
p＜ 0.05
（9）男性の介護に対する態度×外国人の介護労働の受け入れ
男性が、介護にかかわることに否定的にあるほど、外国人の介護労働の受け入れに対して否定的
である。介護労働が、女性の役割であるというジェンダー意識を持っている人ほど、外国人の介護
労働に対して消極的であった。
介護労働を特定の性に結びつく労働ととらえる考え方は、介護労働の担い手の国籍にも限定的な
意見を持っている。
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図 10　男性の介護に対する態度×外国人の介護労働の受け入れ
p＜ 0.01
（10）家計の裕福さ×外国人の介護労働の受け入れ
「家計にゆとりがある」階層は、「受け入れを認める」29.1％と、「受け入れを認めない」23.6％と
両極に分かれた。「家計が苦しく非常に心配」階層は受け入れを認めない人は 4.2％と最も少ないし、
また「どちらかといえば受け入れを認める」と「受け入れを認める」を合わせると 87.5％は受け入
れを認めている。家計にゆとりのない層は、介護労働力が充実し、安価にサービスが提供されるこ
とを望んでいる。
図 11　家計の裕福さ×外国人の介護労働の受け入れ
p＜ 0.05
結論と今後の課題
すでに EPA（経済連携協定）に基づき、インドネシアとフィリッピンから介護福祉士の人材養成
がスタートしている。しかしながら、外国人介護労働力の受け入れには批判的な意見も根強い。
一つは、介護の質をめぐって文化的な違いが、論議になっている。介護技術的には資格の取得に
は問題はなくても、日常のケアーはきめ細かなコミュニケーションに基づき相手の反応を確かめな
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がら行われるので外国人には難しいという意見もある。
また現在の日本人による介護労働は低賃金と労働条件の悪さによって離職率が高く、資格を持っ
ていながら働いてない潜在的な労働力が存在している。このような状況で、さらに外国人労働力を
導入すると国内の労働力と競合して労働条件が悪くなるばかりであるという論も展開されている。
このように介護労働をめぐる多くの問題がありながらも、介護を実際必要としている人がどのよ
うに外国人労働力を評価しているかといった視点から行われた調査は少ない。今回の調査結果から、
多くの人は在宅福祉を望んでいることがわかった。しかし今回 EPAによって導入されたのは施設
福祉における外国人労働力の導入である。今回の調査においては、在宅での身体介護・家事援助に
外国人介護労働力を導入することに抵抗を持つ人が多かったが、現在介護中の人ほど外国人介護労
働力への期待度も高く、家計にゆとりのない人ほど外国人労働力の導入を待ち望んでいることがわ
かった。その一方で外国人介護労働力の問題点もまた今回の調査から見えてきた。
第 1に、介護を受け入れる家族の側は、日本語能力と制度や習慣の理解における問題を心配して
いる。台湾やシンガポールではすでに外国人労働力が家事や介護に導入されて久しい。両国は、す
でに地域においても外国人との共生が進んだ社会である。今回の調査で都市であるほど外国人労働
力の受け入れに積極的であった。都市では外国人と接する機会も多いことが、受け入れにプラスに
働いていると推察される。しかし近所づきあいが頻繁である人ほど、外国人の受け入れに消極的で
あった。まだ日本の地域社会は、外国人と共生していないことが原因ではないだろうか。外国人の
日本語能力や制度や習慣の理解がいくら進んでも、地域に外国人を受け入れる共生社会という土壌
がなければ、介護という心の触れ合いが必要な現場で外国人は働くことは困難である。
第 2に、外国人介護労働が低賃金に抑えられるのではないかという危惧がある。台湾にしてもシ
ンガポールにしても、女性がキャリアを持って働く社会であり、家事労働を外国人労働で代替して
きた歴史がある。日本では女性がM字型曲線で働き、長く家庭内でケアー労働に従事することが当
然と思われてきた。そのため育児と介護というケアー労働は低賃金で抑えられてきた。今回の調査
においても、家計に不安のある層ほど外国人労働力の受け入れに積極的であった。外国人介護労働
力が日本人介護労働力と競合することによって、低い賃金で抑えられる危険性は確かにある。しか
し問題は、介護などのこれまで女性中心で担われてきた労働が、これまで正当な評価を受けていな
かったことにあるのではないだろうか。今後、高度成長時代の専業主婦モデルが崩壊する中で、家事・
育児・介護などの労働が、専門性を必要とする賃金労働として正当な評価を受けることが、介護に
おける日本人労働力と外国人労働力にとっても必要なことである。
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